国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律案の概要
2012.3.7現在自治労北海道本部作成
１．２０１１年度人勧の実施（公布の日の翌月初日から施行～年間給与の制度調整実施）　
（１）月例給与を平均△０．２３％引き下げ（2011人事院勧告どおり）
※　現給保障措置対象者の給与額＝現給保障額に対し99.10%をかけた金額を支給
※　実施時期は、２０１２年３月１日
※　俸給表の改定に伴う昇格時号俸対応表の見直しがあるが概ね実在者には影響なし
　３月１日以降の退職者については、引下げ改定された俸給月額が退職手当算定の基礎となる。
（２）経過措置（現給保障）の廃止及び昇給回復措置は２０１４年４月に一度に実施するが、昇給回復措置については、２０１２年４月及び２０１３年４月、２０１４年４月に経過措置所要額の自然減に対応した昇給回復を実施。
①２０１２年４月１日　同時点　３０歳未満の職員　　　　　　最大２号俸回復
同時点　３０歳以上３６歳未満の職員　最大１号俸回復
    ②２０１３年４月１日　同時点  一定の年齢未満※の職員　最大２号俸回復
　　③２０１４年４月１日　同時点　一定の年齢未満※の職員　最大２号俸回復
※経過措置額の状況等を考慮して人事院規則で定める
（３）年間給与の制度調整は、①と②の合算額を２０１２年６月期末手当から控除する。
①　2011年４月の給与支給額（官民比較対象給与項目の合計額－寒冷地手当除外）に調整率（0.37％）を乗じて得た額に、改正法施行の前月までの月数を乗じて得た額（俸給表の改定が３月の場合は11、４月の場合は12をかける）
②　６月及び１２月に支給された一時金総額に調整率（0.37％）を乗じて得た額
※　調整対象者は俸給表のマイナス改定がある者と現給保障措置がとられている者
（４）５５歳を超える職員（行（一）６級相当以上）の減額支給等
５５歳に達した日後における最初の４月１日以降の俸給月額は、俸給月額に１．５％を乗じて得た額を減じた額（地域手当、広域異動手当、期末・勤勉手当等も同様）
また、現給保障を受ける者の俸給月額は、当該減給保障額に１．５％を乗じて得た額を減じた額
２．国家公務員給与の特例措置（２０１２年４月１日～２０１４年３月）
（１）俸給月額の減額
①　行（一）職俸給表　１０～７級　　△９．７７％
②　　　　　〃　　　　　６～３級　　△７．７７％
③　　　　　〃　　　　　２～１級　　△４．７７％
※　その他俸給表適用者は行（一）に準じた支給減額率
（２）俸給の特別調整額（管理職手当）の減額　　　一律△１０％
（３）地域手当の減額　　　　　①　俸給月額に係る分　（１）の減額率を適用
                              ②　俸給の特別調整額に係る分　一律△１０％
（４）広域異動手当の減額　　　①　俸給月額に係る分　（１）の減額率を適用
                              ②　俸給の特別調整額に係る分　一律△１０％
（５）期末・勤勉手当の減額　　　　　　　　　　　　　　　　　一律△９．７７％
（６）自衛隊職員の経過措置　　自衛隊の部隊および機関に勤務するものについて、６月を超えない範囲において政令で特別の定めをすることができる。
